
②国家資格等情報連携・活用システムについて

2026年４月24日 国民向けサービスグループ 国家資格デジタル化担当

第１回政策評価・行政事業レビュー有識者会議資料



国家資格等のオンライン・デジタル化の概要
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• 本施策は、現行では紙媒体を前提に運用されている多くの国家資格関係事務に対して、マイナンバー制度の活用により、各種申請手続のオ
ンライン化や資格情報の連携などのデジタル化を推進するものである。

資格保有者等

資格管理者等

住基全国サーバ 戸籍情報連携システム

施策１：オンライン申請等の実現
マイナポータルや公的個人認証の活用による

①申請手続きのデジタル化・オンライン化
②厳格な本人確認 等の実現

データ連携

施策２：住基ネット・戸籍等との連携
住基ネット・戸籍との連携により

①添付書類の省略や変更手続きの省略
②登録情報の真正性・正確性の確保 等の実現

J-LIS 法務省

施策３：資格情報提示等のデジタル化
マイナポータルAPI等の活用により、

①スマホ等に資格情報を表示
②自身の資格情報の提供 等の実現

マイナンバー連携
住所・死亡情報等の連携

資格データ

オンライン申請
-資格登録申請
-登録事項変更申請
-登録抹消申請
-受験申請…etc

各種お知らせ
-資格更新手続の案内
- 申請不備通知 …etc

資格情報提供
-デジタル証の表示
- 資格情報の提供 …etc

資格名簿

資格・試験管理
-申請審査
-名簿管理
-デジタル証発行
-各種通知  …etc

関係省庁 都道府県
資格名簿

資格名簿
士業団体 etc・・・

申請/照会

通知/資格表示等
データ連携

情報提供
NWS

住基ネットマイナポータル

情報提供
サーバ

中間サーバ

国家資格等情報連携・活用システム

（中間サー
バ）

：構築対象



令和７年
12月～1月開始

令和８年
４月以降開始予定

令和８年
2月～３月開始

３資格
 建築基準適合判定資格者
 構造計算適合判定資格者
 建築物環境衛生管理技術者

10資格（204種）
行政書士
キャリアコンサルタント
司法試験
司法試験予備試験
給水装置工事主任技術者

技能士※1（111種）
労働安全衛生免許※1（20種）
技能講習※1（69種）
海技士※1（４種）
（航海、機関、通信、電子通信）
小型船舶操縦士

【手続追加】３資格
（新規登録）社会保険労務士（７月15日）

（変更申請）保険医、保険薬剤師

８資格
 介護福祉士
 社会福祉士
 精神保健福祉士
 公認心理師
 社会保険労務士
 保険医
 保険薬剤師
 税理士

令和６年８月
～令和７年６月迄

107資格※2
準備の整った資格より
順次オンライン・デジタル化を
開始（資格毎に調整中）

 一級建築士
 海事代理士
 管理栄養士
 理学療法士
 作業療法士
 柔道整復師
 歯科技工士
 歯科衛生士

など

医師
歯科医師
薬剤師
看護師
保健師
助産師

※1 証明する専門的知識や技能が異なる複数の免許区分を有する資格・免許等（当該免許区分について「種」として表記）
※2 医師、歯科医師、薬剤師、看護師、保健師、助産師、理学療法士、作業療法士、視能訓練士、義肢装具士、臨床検査技師、臨床工学技士、診療放射線技師、衛生検査技師、死体解剖、医師臨床研修修了者、歯科医師臨床研修修了者、医師少数区域
経験認定医師、言語聴覚士、歯科衛生士、歯科技工士、救急救命士、管理栄養士、あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師、柔道整復師、国家戦略特別区域限定保育士、保育士、介護支援専門員、栄養士、建築物調査員、建築設備等検査員、情報処
理安全確保支援士、調理師、専門調理師、登録販売者、全国通訳案内士、地域通訳案内士、職業訓練指導員、製菓衛生師、クリーニング師、受胎調節実地指導員、教員、一級建築士、二級建築士、木造建築士、マンション管理士、自動車整備士、海事代
理士、衛生管理者、救命艇手、理容師、美容師、精神保健指定医、労働安全コンサルタント、労働衛生コンサルタント、作業環境測定士、社会保険労務士（紛争解決手続代理業務試験）、年金数理人、難病指定医（協力難病指定医）※3、小児慢性特定疾
病指定医※3、准看護師※3 、公認会計士、外国公認会計士、会計士補、危険物取扱者、消防設備士、無線従事者、船舶局無線従事者証明、電気通信主任技術者、工事担任者、司法書士、土地家屋調査士、通関士、教員（特区市町村） ※3 、技術士、技術士
補、麻酔科標榜医、獣医師、火薬類製造保安責任者、火薬類取扱保安責任者、高圧ガス製造保安責任者、高圧ガス販売主任者、ガス主任技術者、電気工事士、特種電気工事資格者、認定電気工事従事者、中小企業診断士、主任技術者（電気事業法）、液
化石油ガス設備士、計量士※3 、弁理士、海事補佐人、安全統括管理者（海上運送法）、運航管理者（海上運送法）、宅地建物取引士、耐空検査員、航空従事者、操縦技能審査員、運航管理者（航空法）、無人航空機操縦士、管理業務主任者、核燃料取扱
主任者、原子炉主任技術者、放射線取扱主任者、愛玩動物看護師の計128資格。
※3 一部の都道府県よりオンライン・デジタル化を開始する資格・免許等 2

• 令和６年度は介護福祉士など7資格が、令和７年度においては14資格が利用を開始したところ。
• 令和８年度以降においても、準備の整った資格より順次、本システムの利用開始を予定している。

国家資格等情報連携・活用システムの利用開始スケジュール

4/24時点



課題と対応方針（案）

課題：システム利用の着実な推進と受益者負担のあり方

 共通基盤として整備した本システムの導入により、各国家資格が個別にオンライン・デジタル化に対応す
るよりも格段に低コストにオンライン・デジタル化を実現することが可能となっている。

 令和７年度末時点における利用開始資格は21資格となっているが、今後更に導入を拡大し、資格保有者
(国民)及び資格管理者がメリットを享受できるよう、引き続き、システム改修や資格管理者との調整を進
める必要がある。

 こうした中、現時点において、資格管理者に対してシステム利用料等の負担を求めることは、本システム
の早期導入を阻害することが懸念される。

 資格管理者に受益者負担を求めることについては、
・国家資格は資格ごとに登録者数や利用頻度等が大きく異なること
・本システムの一部機能のみを利用する資格管理者もいるなど利用形態も様々であること
等から、その公平な水準や、個々の団体に求める具体的な負担の程度を適切に設定していくことが極めて
困難であり、難しいと考えているが、引き続き研究してまいりたい。
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